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第 1 章．はじめに 

 

１．新改革プラン策定の趣旨 （目的） 

  市立大町総合病院は、平成 20 年度に「病院改革プラン」、平成 24 年度に「中

期計画」を策定し、病院改革に取組んできたが、慢性的な医師不足等によっ

て、厳しい経営状況が続いてきた。この様な中、総務省より自治体病院の再

生に向けて、新公立病院改革プランのガイドラインが示され、策定が要請さ

れた。 

  プラン策定の新たなガイドラインは、病院財務に力点が置いた前改革プラ

ンの要素を引継ぎ、さらに「再編・ネットワーク化」や「経営形態の見直し」

等、病院組織の変革を誘導する色彩が強くなっている。 

 国の社会保障制度改革が進行する中、これらの環境変化に適応する経営のス

ピード化が求められ、「変化」に対応した医療機能やマネジメント力向上に軸

足を置いた戦略を立てるとともに、組織ガバナンスの強化を実現することも必

達の目標となる。また、大町病院が地域の中核病院として、今後も住民に適切

な医療を提供できるかは、病院職員自らが組織の変化に積極的に対応する「攻

め」の姿勢にかかっている。 

  これらの状況から、地域ニーズを的確に捉え、適切な医療体制の再構築と

経営改善に取り組むため、「市立大町総合病院新改革プラン」を策定するもの

である。 

 

２．策定方針及び計画期間 

本プランの策定にあたっては、中期計画策定時の地域ニーズや医療提供体制

に大きな変化はないものの、経営面においては改善が一向に進まない状況にあ

ることから、本プランの策定では収益増やコスト削減などの経営面を中心に抜

本的に見直すこととする。したがって、策定の方針としては、経営改善を主眼

に置きながら中期計画で定めた急性期から慢性期まで幅広い医療提供を目指

すため、これまでの施策展開を検証しながら策定することとする。 

また、計画の期間は、新ガイドラインの定める策定年度から平成32年度ま

でとする。このため、現在、計画期間中の中期計画については、本プランの策

定によってその効力を失することとする。 

なお、本プランの達成状況等については、毎年度、評価、検証を行い、年度

計画や施策の推進に反映していく。 
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第 2 章 大北医療圏の状況 

１．医療圏人口と将来の人口推計  

  長野県には 10 か所の保健医療圏が設定されており、大町病院は大北医療圏

の中核病院の一つである。平成 28 年現在の大北医療圏の人口は 6 万人を割り

込んでおり、65 歳以上の高齢者が占める割合は 35％に達している（県平均

29.7%）。圏内人口は依然減少傾向にあり、歯止めをかけることが難しい状況

となっている。国の進める地方創生の一環として、圏域内各市町村では平成

27 年度に人口ビジョンを策定するとともに、地方創生総合戦略を策定し、地

域の活性化に向けた取組みを開始している。（資料１） 

  全国的に高齢化が加速する中、大北医療圏も高齢者世帯が増加しており、 

大町市においては平成 25 年度以降、「一人暮らし」や「高齢者のみ」の世帯 

が急激に増加し、3,000 世帯を超える状況となった。（資料２） 

  また、大北医療圏は、若年層が年々減少し（資料３）、地域産業の衰退とい 

う課題にも直面していることから、次代を担う 20 歳～40 歳をターゲットと 

した定住促進策の推進は、「北アルプス連携自立圏」の施策に掲げられている。 

このような中、公共医療機関である大町病院は、圏内唯一の周産期取扱機 

関であり、分娩機能の維持を中心とした産科医療と小児医療の永続的な体制 

維持が求められている。 
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平成 23 年～28 年「県人口統計」、平成 30 年～「国立社会保障・人口問題研究所」 
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大町市民生部福祉課資料 

平成 23 年～28 年「県人口統計」、平成 30 年～「国立社会保障・人口問題研究所」 
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２．大北地域の特性（観光実績）について 

  観光事業は、大北地域の基幹産業の一つであり、北アルプス、スキー場、 

 温泉等の豊富な資源を活かし、多数の観光客、スキー客などを受け入れてき 

た。 

近年では観光ニーズの多様化やスキー離れ等により、交流人口が減少傾向 

にあるものの、インバウンド等により、外国人客は増加傾向にあり、トップ 

シーズンには住民数の倍の利用者が大北地域に滞在するとされる。観光客や 

スキー客の急病等を見据えた対応も、大町病院に求められる重要な機能であ 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．大北地域の医療・介護動向について 

（１）領域別疾患件数の推移 

大北医療圏における領域別の疾患件数は、資料 5 に見られるように約 2 

割は消化器系疾患が占め、「呼吸器」・「循環器」・「腎尿路系」と続いている。 

これらの疾患は加齢性変化に伴う発症リスクの高い領域で、高齢化率の高 

い地域の特色となっている。また外傷性疾患の件数も多く、観光客やスキ 

ー客の受診も影響していると思われ、地域性が表れている。 

  年度推移では、「神経系」や「外傷系」、「筋骨格系」の件数が増加傾向に 

 ある。これは大町病院における脳神経外科常勤医の着任や北アルプス医療 

センターあづみ病院の整形外科診療体制の充実が、実績向上に寄与したも 

県観光関連統計 
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のと思われる。対照的に「腎尿路系」、「小児系」疾患は減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）患者の流出状況について 

大町病院・あづみ病院ともに疾患件数が増加する中で、圏外への流出件数 

は25年度より減少している。医療計画の5疾病5事業に関連する「循環器」、 

「神経系」、「女性」・「新生児」等の周産期系に加え、流出率こそ高くないが、 

件数の多い「消化器系」の流出は、大北地域の医療体制の課題だと思われる。 

こうした重点分野に係る流出患者の課題は、現在進められている「地域医療 

構想」の策定に大きく関わるため、大北全体の対策を示しながら、毅然とし 

た方向性を県に訴えていくことが必要だと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省 DPC 分科会 

厚生労働省 DPC 分科会 
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（３）疾患別需要予測について 

   主要な疾患群の 1 日あたり入院患者数の推計を参考に、大北医療圏の将 

  来需要予測を示す。高齢者人口が増加する 2025 年～30 年にかけて、患者 

数は全体的に微増または横ばい傾向にあり、その後は下降に転じる。今後 

は循環器系疾患（脳血管系や心臓系）の増加が予想されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）介護需要の現状と将来予測 

  高齢化の進展に伴い、介護認定者数も増加しており、特に近年、要支援対 

象の高齢者が急速に増えている。（資料 8） 

  大北地域では、今後 75 歳以上人口が増加する 2030 年にかけて、介護需要 

は増していくと予想されているが、対照的に医療需要は下降線を辿り、医療 

から介護へとニーズが転換すると考えられる。（資料 9） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域別入院患者数推計（Koichi.B.Ishikawa） 

 

介護保険事業報告（厚生労働省）） 
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４．医療機関と病床数 

（１）病床機能について 

大北医療圏には、市立大町総合病院（病床数 278 床）と北アルプス医療 

  センターあづみ病院（病床数 320 床）の 2 つの中核病院が存在する。2013 

  年に成立した社会保障制度改革推進法により、病床の機能分化と連携を推 

進する新たな区分として、「高度急性期」・「急性期」・「回復期」・「慢性期・ 

在宅」という４つの概念が設けられた。来る 2025 年を目標とする地域包括 

ケアシステムの構築に向けた一連の医療制度改革は、この新たな病床機能 

の区分によって推進されようとしている。 

  長野県においては、すでに保健・医療分野の総合的な計画として、「第 6 

次信州保健医療総合計画（平成 25 年～平成 29 年）が策定されており、地 

域医療構想は、同計画の一部として追記されることとなった。 

地域医療構想では、医療機関所在地ベースを基本値に据え、平成 26 年度

以降の病院の取組みによる医療需要の修正を加えた結果、大北医療圏は 403

床が 2025 年における必要病床数として示された（資料１０）。医療から介

護へ、ニーズの移行が予想される中、今後は地域や居宅に戻る患者のケアの

充実が求められる。このため、救急医療をはじめとする急性期の機能維持に

努める一方、地域包括ケアに関わる計画との整合性を考慮し、訪問診療や訪

問看護サービス等の体制を整備することが必要である。 

 

 

2 次医療圏データベースシステム（ウェルネス） 
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（２）医師数について 

  大北医療圏の病院勤務の医師数（常勤換算）は 70 人で、10 万人当たり 

では 117.7 人と計算され、県平均 158.1 人を大きく下回っている。70 人の 

勤務医の中で、大町病院に所属している医師は 26 人であり、当院の医師不 

足は特に深刻な状況となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県地域医療構想策定委員会資料 

 

医療介護情報局（医療機能情報） 
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第 3 章 市立大町総合病院の状況 

 

１．医療機能（平成 28 年 4 月 1 日 現在） 

 ①病床数 278 床（一般 168 床、地域包括ケア病棟 48 床、医療療養 62 床） 

②人工透析 29 台  

 ③診療科 

常勤医師 内科・総合診療科、外科、脳神経外科、整形外科、泌尿器科 

産婦人科、小児科、皮膚科、歯科口腔外科 

非常勤医師 眼科、耳鼻咽喉科、形成外科、麻酔科 

 

２．職員数 

  市立大町総合病院の常勤医師数（各 4 月 1 日現在）は、研修医を除くと平

成 24 年以降 17 人に留まっている。この間、内科や外科の常勤医減少に加え、

整形外科についても、26 年度に医師 2 人体制となったが、定着に結びつける

ことができず、1 人体制を解消することができなかった。また、麻酔科常勤医

が不在となったことに伴い、全身麻酔を要する手術においては、信大医学部

からの医師派遣に頼らざるをえない状況となった。 

  一方、脳神経外科、歯科・口腔外科については、それぞれ 1 人が常勤とな

り、26 年 10 月より本格的な診療を開始した。高齢化の進む大北地域におい

て、脳血管疾患や口腔管理の診療を安定稼働できたことは、住民ニーズに応

えることとなり、大町病院にとって有効であった。 

  産婦人科においては、大北地域唯一の分娩機関として、常勤医 2 人体制で

その役割を担ってきたものの、26 年 3 月から医師の病気療養をきっかけとし

て、一時的（7 ヶ月間）に休止せざるを得なくなった。しかし、27 年 10 月よ

り、新たな医師の着任を契機に分娩再開となった。さらに健診業務を担う内

科医も 26 年 10 月に常勤化し、健診業務も拡充してきている。 

このような中、多様化する大北地域の疾患像に向けて、信大総合診療科の協

力と連携を図ることによって、プライマリケアの充実を中心に診療体制の整備

を進め、診断力に優れた総合診療医が着任することとなった。 

  総合診療医の着任によって、平成 27 年 10 月より訪問診療がスタートし、 

地域包括ケア病棟も平成 28 年 1 月から運用を開始した。また、信大総合診療 

科の協力によって、医師の臨床研修も充実されつつあり、26 年より初期、後 

期の研修医が大町病院に勤務するようになるとともに、信州大学の研修医や 

医学生にも大町病院を臨床研修の場として活用されており、院内の活気にも 

繋がっている。今後、在宅医療を見据えた地域包括ケアシステムの整備が進 
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む中、総合診療科の重要性が増す一方、各専門分野の治療を担う医師の確保 

が望まれている。 

 看護師数については、平成 23 年度の 7 対 1 施設基準取得を契機に、上位看 

護配置基準取得やマンパワー充実による医療サービスの質の向上をめざし、 

職員数を増員したため、平成 28 年 4 月 1 日現在では 159 人となっている。（看 

護師数には、介護老人保健施設「虹の家」の運営受託に伴う 6 人と、訪問看 

護事業に携わる 5 人が含まれている。） 

医療技術員や事務職員については、人員配置の充実による診療報酬獲得や 

業務体制の強化に着手し、大幅に職員数が増加している。平成 28 年 4 月現在 

でそれぞれ 71 名、32 名となっている。慢性的な人員不足が懸念されている 

薬剤師についてはなかなか職員確保に繋がっていない状況である。 

（資料１２） 
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３．患者数の動向 

（１）入院患者数、外来患者数、病床利用率の年度別推移 

  資料 13 に、平成 23 年度～平成 27 年度までの実績値を示した。入院患者数 

は平成 22 年度以降、70,000 人を割り込み、近年の伸び悩みが顕著となってい 

る。西棟耐震改修工事や専門医の退職、産婦人科入院受入れ休止等が要因と 

思われる。外来患者数は平成 25 年度以降増加している。 

 病床利用率も次第に下降しており、平成 22 年度を最後に 70%に達していな 

い。特に 27 年度は専門医の退職が相次いだことに加え、産婦人科の入院機能 

が休止し、25 年度に続き、50%台に利用率が落ち込んだ。 

 平成 28 年 1 月 1 日に一般病床 48 床を地域包括ケア病棟に機能転換し、在 

宅医療の推進を見据えた取組みに本格的に着手した。地域包括ケア病棟は 27 

年度終了時点で約 80%の病床利用率を示した。 

（資料１３） 

 

 

 

 

 

（資料１４） 
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（２）診療科別入院患者数（資料１４・１５） 

  平成 23 年度の 7 人をピークに内科常勤医が減少し、24 年度以降の患者数

も減少した。平成 22～25 年度にかけて、外科患者数が増加しているが、これ

は外科において、総合診療が開始された影響と思われ、26 年中途に 1 人退職

し、2 人体制となったことから減少している。 

  脳神経外科は 26 年度に常勤医が着任したことにより、患者数が増加した。

整形外科は 26 年度に常勤 2 人体制となり、実績を伸ばしたが、1 年で常勤医

1 人が退職し、患者数が減少した。産婦人科も 26 年度末～27 年度上半期にか

けて続いた入院受入れ休止の影響により、患者数が大きく減少した。 
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（３）地域別、年代別入院患者構成（資料１６・１７） 

入院患者の居住地別の年度別推移では、大町市の構成比率が高くなりつ 

つある。これは、分娩受入れ休止や救急外傷の診療機能が弱まったことに 

より、里帰り出産やスキー客等のスポーツ外傷の取り扱いが限定され、内 

科的疾患を抱える高齢者層を中心とした市内からの患者が大勢を占めるよ 

うになったことが要因と思われる。 

   年代別構成を見ると、地域の高齢化の進展と同様に入院患者も高齢化が 

顕著となってきている。61 歳以上の構成比率が上昇を続け、平成 27 年度 

には全体の約 8 割を占めるようになった（75 歳以上は全体の約 5 割）。ま 

た、平成 27 年度に 16 歳～45 歳の年代が減少しているが、産婦人科の常勤 

医が半年間不在となった影響もあると思われる。 
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（４）診療科別外来患者数（資料１８・１９） 

   外来患者数においても、入院患者数と同様に常勤医師数によって大きな 

影響を受けている。内科については、信大総合診療科を軸としたプライマ 

リケアの取組み等によって、内科患者の減少は最小限に抑えられているも 

のの、外科では患者数が減少している。泌尿器科も常勤医師数に変動はな 

いものの、患者数が減少している。 

 平成 26 年 10 月から常勤医が着任した脳神経外科は患者数が急増してい 

る。また、歯科・口腔外科も同様に患者数が増加している。小児科は 26 年 

度の発達支援事業開始に伴い、新設された発達外来の受診者が着実に増加 

している。 
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（５）地域別、年代別外来患者構成（資料２０・２１） 

  外来患者の地域別構成比率は、市内が約 7 割を占め、白馬村からの患者の 

割合も微増している。 

また、年代別構成比率においては、75 歳以上の患者の占める割合が徐々に 

増加しており、入院患者と同様、外来も高齢化が進んでいる。 
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（６）時間外患者・救急患者数（資料２２・２３・２４） 

   平成 27 年度は、常勤医の減少や分娩取扱いの休止により、時間外患者数 

  の減少が顕著となったが、救急車の受け入れ件数は平成 25 年度から増加し 

  ている。また、北アルプス広域消防による救急搬送件数においても、大町 

病院は近年増加しており、同じく大北地域に位置する北アルプス医療セン 

ターあづみ病院と併せて、救急医療の医療圏域内での受入れに尽力してい 

ると言える。 
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（７）分娩件数（資料２５・２６） 

大北地域における出生率の低下や若年層の流出に伴い、年々件数が減少 

しており、平成 25 年度以降、分娩数は 200 件を下回った。さらに平成 26 

年度～27 年度にかけて分娩取扱いを休止した影響を受けて、27 年度の実績 

は 33 件に留まった。 

 大町病院で取り扱う分娩の地域別の分娩患者の構成比率を見ると、約 5 

割を市内からの受診が占め、残り 2 割を大北北部（白馬村・小谷村方面） 

と大北南部（池田町・松川村）で分け合う状況であった。なお、その他は 

圏域外の里帰り出産が主で、全体の約 3 割を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）人工透析 

   大町病院の人工透析延べ患者数は、平成 23 年度（11,692 人）にピークを 
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迎えて以降、次第に減少し、平成 27 年度現在で 10,649 人となっている。 

これは、以前より透析導入患者の増加を懸念し、糖尿病療養指導士や管理 

栄養士等による生活指導（糖尿病教室）を実施するなど、糖尿病患者の透 

析予防に力を入れてきたことも要因の一つだと思われる。糖尿病に対する 

体制としては、生活指導のほか、「糖尿病看護認定看護師」の取得や糖尿病 

領域を専門とする非常勤医師を信州大学から招くなどの整備を図ってきた。 

 透析導入患者の増加は、患者本人に多大な身体的負担を強いるだけでな 

く、市町村国保の財政面においても大きな費用負担を課すこととなる。引 

き続き、行政と連携を深め、透析予防に向けた取り組みと診療を強化して 

いきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）手術件数 

   手術件数は平成 23 年度から 25 年度にかけて減少していたが、外科、整 

  形外科、脳神経外科の常勤医着任に伴い、平成 26 年度は件数が増加した。 

しかし常勤医が定着せず、産婦人科機能の休止とも重なり、平成 27 年度は 

近年で最も低い実績となった。なお、脳神経外科は着実に件数が増加して 

いる。 
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（１０）高度医療器械の実施状況（資料２９・３０） 

   脳神経外科の常勤医着任に伴い、循環器系疾患に対する CT や MRI 検査 

の実施件数が大幅に増加した。また平成 28 年 1 月より高気圧酸素装置を導 

入して HBO 療法を開始、28 年 3 月末までで計 83 件が実施された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料３０） 

 

 

 

 

 

 

（１１）地域医療連携について 

   地域包括ケア病棟の開設やベッドコントロール体制の強化による、安定 

的な患者確保や円滑な退院支援・調整の必要性が高まっている。大町病院 

の紹介・逆紹介実績は増加傾向にあり、平成 27 年度の紹介率は 23 年度比 

で約 2 倍であった。 

 平成 27 年度は、逆紹介件数が紹介件数を上回っており、専門医の減少な 

どにより、当院のカバー領域が限定され、新規患者が流出している可能性 

もある。紹介患者を確実に確保するために、診療機能の充実や地域の診療 

所等との連携強化が急務である。 
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（１２）健診事業受け入れ件数 

大町市集団健診受託縮小、撤退により、新たな企業健診の受入れが可能と 

なり、協会けんぽ生活習慣病予防健診や法定健診等が大幅に増加している。 

さらに平成 26 年 10 月に健診専属医師が着任し、安定的な受け入れ体制が構 

築されたことも大きく影響している。同時に人間ドックについても学会基準 

に基づいた健診項目の見直し等を行い健診内容の充実を図ってきた。 

また、脳神経外科常勤医師が着任し、平成 26 年 12 月より本格的な脳ドッ 

クの受診が可能となり、以降受診件数も大きく伸びている。 
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第 4 章 決算の状況と経営分析 

１ 年度別決算の概要 

 市立大町総合病院は、７：１の看護配置基準を採用した平成 23 年度の黒字を  

除き、毎年度多額の純損失を計上している。これは平成 23 年度以降、医療スタ

ッフの増員により、有利な施設基準を取得し、収益増を図っていく経営戦略を実

践してきたが、医師不足から患者数が伸びず収益増に至らない一方、給与費が大

きく増加したことが要因である。（資料 33、34） 

（資料 33） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料 34） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位:百万円 
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 企業債の借入状況は、平成６年に建設した東病棟等に係る企業債未償還額

23.7 億円、耐震改修工事に係る未償還額 4.7 億円、南棟建設工事に係る未償還

額 4.8 億円等から約 46 億円余の企業債残高となっている。平成２６年度は、耐

震改修、南棟建設、ＭＲＩ整備等が重なったため、多額な借入れとなり、今後、

平成 29、30 年度が償還のピークとなる。（資料 35、36）。 

                               （資料 35） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料 36） 
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大町病院繰入金の推移 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

医 業 収 益 負 担 金 55,699 50,608 107,078 113,791 73,482 71,947 78,460

医業外収益補助金 80,489 106,917 219,593 233,794 208,150 202,412 177,230
医業外収益負担金 283,770 456,366 243,125 270,794 287,439 240,316 325,174
収益勘定繰入金 計 419,958 613,891 569,796 618,379 569,071 514,675 580,864

資 本 的 収 入 計 205,610 214,759 288,301 230,967 225,222 282,880 248,884

合　　　　計 625,568 828,650 858,097 849,346 794,293 797,555 829,748

２ 一般会計繰入金 

 一般会計から病院事業への経費負担については、国が示している操出基準に

より、公立病院として担っている救急医療、高度医療や建設改良に要する経費

等について、市当局と協議する中で繰入額を決定しており、平成 22年度以降は、

8億円前後の繰入となっている。（資料 37） 

企業債元金償還のピークが平成 29、30 年度となり、収益的収支の大幅な改善

が見込めない状況から、数年間は減少に転じにくいと考えられる。 （資料 37） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 県下の自治体病院の業務実績等の比較 

 大町病院と長野県下の 7 自治体病院（松本市立病院、岡谷市病院事業、諏訪

中央病院、伊那中央病院、昭和伊南総合病院、飯田市立病院、国保浅間総合病

院、）の平成 27 年度実績を比較し、当院の実態を検証する。 

（１）診療単価 

  当院の入院診療単価は 35,113 円で、他病院と比較すると最も低い。これは

療養病棟を含めた単価になっているためであり、前回プラン策定時と比較す

ると 8千円ほど増加している。（資料 38） 

外来診療単価は 10,529 円で、他病院の平均と比較すると 1 割程度低いが、

大きな金額差はない。外来関係の加算に病院間の差がないことや、人工透析患

者が外来診療単価を押し上げていると考えられる。（資料 39） 

           （資料 38）                       （資料 39） 

 

 

 

 

 

 

 

 



26 
 

（２）職員数の状況 

 当院の病床数を稼働病床数の 208 床として、100 床当り職員数を比較すると、

医師、薬剤部門は少ないが、事務部門や検査部門、リハ、介護職員等（その他）

は多い状況である。職員全体では他病院平均と比べ 14.7 人が多い状況であり、

1人当りの労働生産は一番低く、労働分配率（人件費率）は一番高い状況にある。

今後、職員数の適正化を図る必要がある。（資料 40･41） 

（資料 40） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）給与費の状況 

 職員給与費は、平成 23 年度と比較し 24.4％、5.8 億円、退職給与費を除くと

（資料 41） 
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19.9％、4.6 億円増加している。（資料 42-1） 職員 1人当りの給与費は、平均

年齢を勘案し他病院と比較をすると、医師、看護師は平均並みであるが、医療

技術員、事務員は低い傾向にある。（資料 42-2～6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）職員の年代別構成 

当院における職員の年代別構成を前回プラン策定時と比較すると、各年代と

もに増加しているが、29 歳以下の職員数が大きく増加しており、年齢的に若返

りが図られている（資料 43）。 

（資料 42-1） 
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（５）主な支出 

平成 27 年度（決算統計）数値における医業収益に対する職員給与比率は、

73.7％となり、他病院の平均 60.4％に対し、13.3％も上回っている。減価償却

費、支払利息は、近年の施設整備により高くなっている。また、材料費は、高

額な薬剤や診療材料を要しない、慢性期患者が比較的多いことが要因である。 

委託料は、給食調理業務、医事業務、施設管理業務、清掃業務、医療器械等

の保守業務等であるが、他病院に比べ高い比率であるため、職員給与費とあわ

せて精査する必要がある。（資料 44） 

医業費用＋医業外費用に対する割合（費用構成比率）を見ると、給与費の割

合は、他病院と大差がなく、概ね平均並みのバランスである。 

前述の医業収益に対する比率が高いのは、医業収益に対し、費用が多くかか

ることを示し、効率化を促進する必要がある。（資料 45）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

（資料 43） 
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第 5 章 市立大町総合病院の成果と課題 

 

平成 23 年度は、入院基本料 7対 1の施設基準を取得し、一時的に収支が改 

善し、黒字転換を果たした。しかし、マネジメントが確立されたものとはな

っておらず、翌年度から再び赤字経営に陥る状況となった。このような状況

を受け、平成 25 年度からの中期 5カ年計画を策定し、医療サービスの質向上

と施設基準や配置加算の獲得による収益増を実現するため、マンパワーの強

化を図ってきた。 

23 年度から 27 年度までの 5年間において、信州大学医学部派遣以外の常勤

医師を 10 人招聘したが、同派遣医師を含め 11 人が退任し、定着化が図れない

状況であった。医師数の増員が図れず、患者数減少の改善見込みが不確実な状

況下で、職員の雇用増を図ってきた結果、人件費率（給与費が医業収益に占め

る割合）が高くなり、経営を圧迫することとなった。人員確保は、病院経営に

とって財産であり生命線でもあるが、その成果が生まれるまでは期間を要する

ため、急激な職員数の増員は大きなリスクを伴う結果となる。 

医師招聘の成果として、信大総合診療科が果たした功績は大きく、医師不足

の状況を補うとともに、高齢化により多様化する当院の疾患像に対応したプラ

イマリケアという概念が浸透してきた。総合診療科が当地域において、当院を

基幹病院として位置付け、活動を展開し、その幅広い人脈やネットワーク、精

力的な活動によって、大勢の学生や研修医、若手医師を呼び寄せ、常勤医不足

による影響を最小限に留めた。当地域にとって総合診療は、信大等の 3次医療

機関と 1 次医療機関（地域のかかりつけ医）・介護事業所等とを繋ぐパイプ役

を果たし、地域医療と介護の「ハブ機能」としても、当院のみならず、地域の

ケアシステムにも貢献している。 

一方、専門医の減少に伴う専門的な治療機能の低下は否めず、松本医療圏等

への患者流出に歯止めがかからない状況にある。近年は、脳外科医の着任によ

り、脳血管系疾患の受入れは増加しているものの、外科、整形外科専門医の退

任から重症度の高い患者を確保することができなかった。各科医師やスタッフ

の奮闘により、救急患者や地域からの紹介患者の受入れを積極的に行ったもの

の、少ない医師数の中で機能的限界があり、入院など継続的な治療に繋げるこ

とができないケースが多々ある。 

平成 6年度に完成した東病棟建設時の企業債償還が継続する中、耐震改修や

南棟（被災者収容施設）建設等の大型建設事業や電子カルテ等の導入により、

企業債償還金が増加するとともに、給与費の増加により医業活動において資金

を産み出せない中で、内部留保資金の枯渇に繋がり、財政健全化法に定める資
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金不足が実数となるなど、極めて厳しい財政状況となっている。 

 病院機能においては、平成27年度に地域包括ケア病棟と訪問診療を開始し、 

在宅医療推進に向けた取組みが本格的に動き出した。退院後の生活を見据え 

たケアが求められる中、医療社会事業部門（地域医療福祉連携室・居宅介護 

支援事業所・訪問看護ステーション）が重要となり、病院を運営する上で欠 

くことのできない存在となっている。 

また保健福祉分野の強化も住民から求められていることから 南棟に健診 

センターを併設し、健診機能を強化するとともに、臨床心理士や作業療法士を

加えた発達支援事業を開始し、医療に留まらない分野で地域貢献してきた。 

 大町病院の改革を進めるためには、それぞれの職員が問題意識や目指す方 

向、改善に資する方策を共有し、互いの立場に立って協力しあうことが重要 

である。安定的な収益確保とコスト管理を即座に実現する案がない中におい 

て、出来ることから一つ一つ粘り強く改善に向かう姿勢が必要である。また、 

経営形態の見直しを含め、人的資源管理、財務管理、労務管理等、マネジメ 

ントの根幹を成すツールを軸とした組織体制の整備を進めていく必要がある。 

 

今後の課題 

 １ 医師確保と定着化 

 ２ 専門医の減少による専門的治療機能の向上 

 ３ 信州大学総合診療科における臨床研修の充実 

 ４ 地域包括ケア、在宅医療推進に向けた取り組みの充実 

 ５ 経営改善の推進 

   ①雇用増による人件費の適正化とコスト削減 

   ②資金不足の解消 

③マネジメント（人的資源管理、財務管理、労務管理等）を軸とし 

た組織体制の整備 

    ④問題意識や目指す方向を共有して職員全体が取り組む経営改善 
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第 6 章 地域医療構想を踏まえた役割の明確化 

 

１．地域医療構想を踏まえた大町病院の果たす役割 

平成 28 年 9 月に県地域医療構想（素案）が示され、大北医療圏における 2025

年の病床数の必要量は、現在の患者流出入が続いた状態で将来の人口構造に移

行すると仮定した「医療機関所在地ベース」にがん医療の充実に対する補正を

加え 403 床（高度急性期 36 床、急性期病床は 197 床、回復期 108 床、慢性期

62 床）と推計された。 

この病床数は、県において「あくまで将来の医療提供体制構築に向けた参考

値」とされ、今後、病院の自主的な取組みを基本とし、病床の機能分化を進め

ることとなったが、大北医療圏においては、急性期の病床数を中心に実現に向

けたハードルは決して低くないものと考える。 

現在、県において医療提供体制の課題と解決策の協議が継続的に行われてい

るが、地域医療構想が示す必要病床数は、在宅ケアの充実が前提となっており、

同構想の実現において、介護福祉行政を担う市町村や関係機関等との連携が欠

かせない。地域が大町病院に何を求めているのかを具体化したうえで、機能分

化と連携の仕組みづくりを進めていきたい。 

 また、大北医療圏は「がん診療」の充実に向けた取組みが考慮され、地域 

医療構想の推計値に反映されている。がん診療を含め、高齢化に伴うがん疾 

患の増加が懸念される中で、中核的役割を持つ大町病院と北アルプス医療セン

ターあづみ病院を中心に相互補完による機能分化を図り、急性期から慢性期に

至るまで、包括的なケアを提供する体制が必要である。医療提供の質向上に向

けて、地域全体で患者を支えるシステムづくりを引き続き推進していきたい。 

 

２．地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割 

国が示すモデル案は、在宅医療の体制整備のため、医師会を主体としたネッ

トワークの構築や訪問診療を行う医師の育成等を行うこととしているが、大北

地域は、開業医の高齢化が進むほか、医療、介護の資源不足が深刻な状況であ

り、必然的に病院への依存性が高くなってくることが予想される。 

地域医療構想の実現と地域包括ケアシステムの構築は、一体となった取り組

みが必要であり、その推進に沿った病院機能を検討していく必要がある。 

大町病院は、平成 27 年度に地域包括ケア病棟を開設するとともに訪問診療

を開始し、在宅医療の強化に向けた基盤づくりを進めてきた。訪問診療の開始

以降、訪問先を自宅からグループホーム、特別養護老人ホームへと展開し、対

象患者数の増加を図ってきた。 
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大北地域の訪問診療は、レセプト情報データベース（NDB）を参考とした

将来需要において、2025 年にかけて 14％の伸びを示すと推計されている。 

大町病院は、在宅医療の後方支援病院として、開業医や関係機関との連携を

強化し、入院患者の受入れ体制を充実していくとともに、訪問診療、訪問看護、

訪問リハビリテーション等の機能をさらに充実し、住民の生活を支える地域包

括ケアを医療提供面から支え、強化していきたい。 

 

３．一般会計負担の考え方 

一般会計から病院事業会計への繰出金は、総務副大臣通知の繰出基準に基づ

き、不採算となる救急医療確保や高度医療、小児、周産期医療への繰出しをは

じめ、建設改良に要する経費等について算定している。 

大町病院は、公立病院として地域医療の確保、充実のため、安定した医療提

供を堅持していくことが求められており、市の財政状況を考慮する中で、市当

局と十分協議し、引き続き繰出基準に基づいた繰入れを行っていく。 

 当院への繰出し基準の概要については、次のとおりである。 

  ① 病院の建設改良に要する経費（建設改良費、企業債元利償還金の 1/2） 

   （ただし、平成 14 年度までの企業債元利償還金にあっては 2/3） 

  ② リハビリテーション医療に要する経費 

（事業に要する経費で、これに伴う収入で補えない相当額） 

 ③ 周産期医療に要する経費 

   （事業に要する経費で、これに伴う収入で補えない相当額） 

 ④ 小児医療に要する経費 

（事業に要する経費で、これに伴う収入で補えない相当額） 

⑤ 救急医療に要する経費 

（事業に要する経費で、これに伴う収入で補えない相当額） 

 ⑥ 高度医療に要する経費 

（事業に要する経費で、これに伴う収入で補えない相当額） 

  ⑦ 保健衛生行政事務に要する経費 

（事業に要する経費で、これに伴う収入で補えない相当額） 

 ⑧ 経営基盤強化対策に要する経費 

    ・医師および看護師等の研究研修に要する経費（実績額の 1/2） 

    ・病院事業会計に係る共済追加費用の負担に要する経費（実績額） 

    ・児童手当及び基礎年金拠出金に要する経費（実績額） 

    ・公立病院改革の推進に要する経費 

    ・医師確保対策に要する経費 

 ⑨ 地方公営企業職員に係る基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費 
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（地方公営企業職員に係る基礎年金拠出金に係る公的負担額） 

 ⑩ 指定訪問看護に要する経費 

（事業に要する経費で、これに伴う収入で補えない相当額） 

 

４．果たすべき役割に係る数値目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．住民の理解 

地域ニーズの変化や地域医療構想をはじめとする医療制度改革等に伴い、 

大町病院においては今後も病床機能や診療体制の見直しを検討することが予 

想される。大北地域の医療を支える中核施設として、引き続き住民の皆さま 

に密着した「温かく誠実な医療」を提供できるよう、病院広報誌やホームペ 

ージ等を活用しながら、積極的な情報提供に努めていく。 
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第 7章．経営の効率化 

 

１．経営改善に向けた方策 

①積極的かつ粘り強い医師確保対策により常勤医師の増員を図る。 

②病床機能に応じた効率的な入院患者の受入れにより患者数の増加を図る。 

③地域連携を強化し、紹介率、逆紹介率の向上を図る。 

④収益確保のため、部署ごとの目標を定め、達成に向けて計画的に取り組む。 

⑤業務の効率化を進め、人員及び人件費の適正化を図っていく。 

⑥材料費、経費の削減を徹底する。 

⑦医療器械購入及び施設整備は、必要最低限の整備としていく。 

・・これらの経営改善を職員全体で推進していく・・ 

 

２．経営指標に係る数値目標 

 ①経常収支比率は、平成 32 年度以降 100%以上を目標とした。 

 ②医業収支比率 89%以上、人件費対医業収支比率 63％以下の目標とした。 

 

 

 

 

 

 

 

３．経常収支に係る目標設定の考え方 

１）収益 

 ①入院収益：患者数は 32 年度に 190 人/日の目標とし、29 年度以降の収益

額は各年 2％前後の伸びを見込んだ。 

       診療単価は、病棟ごとに一般 47,000 円以上、地域包括ケア

34,000 円以上、療養 19,000 円以上とした。 

 ②外来収益：目標患者数を 407 人/日とし、収益は各年 0.5％の伸びを見込 

んだ。診療単価は、10,000 円以上とした。 
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③その他医業収益は、健診収益等を 29 年度予算で 6％の伸びを見込み、以 

降 1％弱の伸びを見込んだ。 

 

④一般会計繰入金：償還金は 29 年度から 30 年度がピークとなっている。 

29年度は、28年度並みの9億5千万円の繰入を見込み、 

以後段階的に減額していく。資本的収支の補てん財源 

が不足するため、31 年度まで一般会計繰入金を他会計 

出資金に充当した。 

 

２）費用 

①人員管理 

・職員数の適正化のため、医師以外は、奨学金貸与者等の採用のみとし、 

新規採用は見込まない。 

   ・平成 32 年度以後の正規職員数を 272 人、非常勤職員（常勤換算数）を

114 人とした。Ｈ28 年度から 30 人の削減 

   ・常勤医師数の目標は、32 年度に 20 人とした 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇平成 27 年度決算統計において、県内 7 自治体病院（松本市立病院、岡谷

市民病院、諏訪中央病院、伊那中央病院、昭和伊南病院、飯田市立病院、
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国保浅間病院）の病床数 100 床当りの平均職員数を基にして、当院の稼働

病床数（208 床）を計算した場合 382.1 人となる。当院の平成 27 年度職

員数（常勤換算数）は、30.8 人多くなることから、30 人の削減を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②職員給与費 

・職員給与費は、退職給付金によって各年変動するが、業務の効率化を進

め、人員、時間外手当等の削減を図っていく。 

 

③その他 

・材料費は、実績を勘案し料金収入の 18.7%を見込んだ。 

   ・経費は、29 年度予算において 6％の削減を行い、以降は 0.5％の伸び 

を見込んだ。消費税増税は 32 年度から見込んでいる。 

   ・各年における経常費用の増減は、退職給付金及び減価償却費の増減に

よるものである。 

 

３）資本的収支 

  ・平成 29、30 年度が企業債元金の償還のピークとなり、平成 31 年度に電子

カルテ、36 年度に医事システム、オーダリングシステムを更新していく計

画とした。 

 ・大規模改修工事、高度医療器械の更新等が完了したため、建設改良費は 

最低限の器械更新と施設の修繕業務とした。 
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４．年度ごとの収支計画 
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第 8 章 目標に向けた施策の展開 

 

１．大北医療圏域における中核病院として、2 次救急医療を担うとともに急性 

期から慢性期まで幅広い医療を提供し、地域医療を支えていきます。 

  

（１）地域包括ケア病棟、療養病棟の有効活用と在宅医療の充実 

大町病院は、平成 28 年 1 月に地域包括ケア病棟を開設し、急性期から慢

性期までの病床機能を持った多機能型病院として第一歩を踏み出した。 

回復期機能を持つ地域包括ケア病棟は、開始間もない不安定期の課題を見

直し、多職種によるベッドコントロールチームを編成する等、急性期病床（7

対 1看護配置）からの受入れを円滑化し、効率的な病床管理を目指して取り

組んできた。今後も各病棟の役割分担を明確化しつつ、急性期から退院後の

生活を見据えた医療、看護が提供できるよう取組んでいきたい。 

 在宅医療は、平成 27 年 10 月から訪問診療を開始し、徐々に患者数が増加

しているほか、訪問看護、訪問リハビリテーションの患者が増加しており、

地域の需要が高まりつつあることから、さらに組織体制を強化するとともに

関係機関との連携を強化し、在宅医療提供の充実を図っていきたい。 

 当院は、急性期から慢性期までの病態に応じた患者の受け入れと長期に入

院ができる病床機能に加え、在宅医療の提供により、地域循環型の医療提供

体制をさらに充実し、高齢化が進む地域の医療ニーズに応えていきたい。 

   ＜事業内容＞ 

 ●病棟の機能に適応した効率的なベットコントロールの実施 

  ●職員の意識改革（急性期から退院後のケアを見据えた視点を養う） 

●地域包括ケアシステムの構築を見据え関係機関との連携強化 

●在宅における「看取り」・「重症患者」の対応力強化 

  

（２）救急医療提供体制の充実 

急性期病床は、7対 1看護配置における重症例患者割合の引き上げが今後

も予想され、現在の 25%から 30～40％台となることが確実視されており、患

者の状態に応じた病床機能分化への取組みは、さらに加速すると予想される。 

経営的な判断においては、救急の受け入れを増やすことは当然の選択肢と

なり、平成 28 年度診療報酬改定では「救急医療管理加算Ⅰ」が引き上げら

れる等、重症患者を手厚く評価する方針が鮮明に打ち出され、急性期におけ

る収益構造は、救急の受け入れがポイントになると考えられる。 

国が急性期病床（7対 1看護配置）削減に舵を切る中、急性期機能の存続
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に向けては「効率性の向上」がカギを握るため、医療職の業務負荷の分散と

軽減を推進し、重症患者や救急患者を積極的に受け入れていく体制づくりを

進める。 

＜事業内容＞ 

●救急患者受入れ円滑化のため窓口の一本化。入院が必要な救急患者の 

 受け入れ体制を強化。 

 

（３）周産期・小児科医療の充実 

  大町市は、人口ビジョンに示した将来展望として、出生数年間 180 人、2030

年以降の合計特殊出生率 2.0 の確保を目標値として設定し、若年層の定住促

進に向けた取組みを地方創生の最重点施策に位置付けている。 

大町病院は、地域の多大な支援をいただき、産婦人科医師を招聘し、昨年

10 月から分娩受け入れを再開しており、徐々に件数が増えている。しかし、

医師不足の状況は継続しており、引き続き産婦人科医師の確保に向けた取組

みを進め、産科診療を堅持していきたい。 

また、信州大学医学部では、慢性的な産科医不足に対応するため、助産師

の育成を目的とした専門講座を開設した。これは、正常分娩を助産師が担う

ことにより、医師の負担軽減と地域でお産が継続できる環境づくりを目指す

ものであり、大北地域で唯一の周産期機関である当院においても、分娩受入

れを堅持するため、助産師の育成に向けて検討していきたい。 

大北地域は、南北に広範な面積を有し、多雪地帯であることから、産科を

有する当院において、救急をはじめとした小児医療を担うことが、子どもを

安心して産み育てる環境づくりのため不可欠であり、若年層の定住促進に繋

がることから、さらに小児医療提供体制の整備を図っていきたい。 

＜事業内容＞ 

   ●産婦人科医師の確保に向けた取組みの推進 

   ●院内助産体制の整備（助産師の育成）  

   ●小児医療提供体制の充実 

 

（４）消化器系疾患の診療体制の充実 

   大町病院を受診する患者の疾患で、最も多いのは消化器系疾患であり、

大北医療圏内においても多くのシェアを占め、当院の強みとなっている。 

   当院が急性期としての役割を維持する限り、ニーズの高い消化器系疾患

の充実を図る必要がある。しかし、長期にわたる消化器内科常勤医師の不

在により、内視鏡の専門的な処置や治療は、他医療圏への患者流出につな

がっている。 
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  当院の内視鏡は、並列で検査が可能な検査室を南棟に設置し、プロポフォ

ール（鎮静剤）の活用により、受診者数が増加しているが、並列による検査

は難しく、1 台はほぼ不稼働の状況にある。 

  高齢化が進む大北地域において、「がん」に対する診療体制の充実が求め

られ、消化器系の胃がんや大腸がんは、加齢とともに発症リスクが高まる代

表的な疾患であり、断続的に需要が発生すると思われる。 

  大北地域からの患者流出に歯止めをかけるためにも、消化器内科の常勤医

師を確保し、診療体制の充実を図っていきたい。 

＜事業内容＞ 

   ●消化器内科医師の確保に向けた取り組みの推進 

   ●消化器系疾患の医療提供体制の強化 

 

（５）地域医療連携の推進 

   病院経営において、地域医療連携による紹介、逆紹介の向上は重要な取

組みであり、患者数の増加や重症患者に特化した入院医療を提供するうえ

で欠かせない。また、地域包括ケアシステムの構築において、地域連携の

重要性が高まっており、高齢者の生活を中心に据えたケアの統合的提供の

実現に向けて、地域の医療機関や介護関連施設との連携強化がポイントで

ある。 

当院は、大北地域の医療を支えるバックベッドとしての役割を果たしてい

くとともに、地域の医療、介護施設等との関係性を強めていくため、積極的

に地域に出向き、医療連携を推進していきたい。 

 

２．臨床研修の充実、必要な医療スタッフの確保に努めるとともに、経営状況

に応じた人員管理を徹底します。 

 

（１）臨床研修の充実 

  医師確保が困難な状況下で、地域で医師を育てる研修病院として、若手医

師の臨床研修を充実し、粘り強く医師の増員を図っていく必要がある。 

大町病院は、基幹型臨床研修指定病院、信州大学医学部協力型臨床研修指

定病院として、当院の基幹型初期研修医の確保に努めるとともに、信大医学

部の教育関連施設として、研修医や医学生の育成に積極的に関わっていきた

い。 

  また、後期臨床研修は、専門医制度の改革により、19 領域のいずれかの

専門医取得が必要となっている。医療資源が少なく、医師確保が困難な地域

においては、特定の臓器に限定されずに、幅広い視野で診療を行う総合診療
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医を育てていくことが重要であり、今後も信大附属病院総合診療科との協働

により、専門医の育成に努めていくとともに、新専門医制度に基づく研修プ

ログラム「北アルプス総合診療研修プログラム」の認定を受け、研修体制の

整備に努めていきたい。 

 

（２）必要な医療スタッフの確保 

 ① 医師 

信大附属病院総合診療科の研修病院として、総合診療に携わる常勤医師

や研修医の確保が進みつつあるが、その他の科は減少しており、常勤専門

医の確保が喫緊の課題となっている。信大医学部への要請をはじめ、医師

紹介会社の活用等も行っているが、確保は思うように進まない状況にある。 

平成 26 年度に新たに専従職員による人事マネジメント室を設置し、医

師紹介会社等と顔が見える関係を構築しながら活動を強化している。しか

し、医師確保には、交通の便や子供の教育面、専門分野における症例数な

ど、様々な問題があり、即効性のある改善には至っていない。 

今後も、有効な活動を継続して粘り強く行うことにより、医師確保に繋

げていきたい。 

＜事業内容＞ 

    ●内科専門医、外科、脳神経外科、整形外科、産婦人科医師等の確保 

に向けた取り組みの推進 

 

② 薬剤師 

  薬剤師は、入院時の持参薬の確認や服薬管理指導等、病棟における薬剤

師の必要性がさらに高まっている。大町病院は、薬剤師が長期にわたり不

足している状況であり、早期に即戦力となる薬剤師の確保が必要であるほ

か、将来的に安定した人材を確保することが求められ、紹介会社の活用に

よる人材確保のほか、薬科大学等への訪問活動や実習生（インターン）の

受入れを積極的に行いながら、新しい力の確保に向けた活動を行っていき 

たい。 

 

（３）経営状況に応じた人員管理の徹底 

大町病院は、平成 24 年度に策定した中期計画に沿って、看護師をはじめ、

リハビリテーション技師、検査技師、臨床心理士、歯科衛生士等の専門職を

大幅に増員してきた。また、事務部門は、職員のプロパー化に加え、医師の

負担軽減のため、医師事務作業補助者を増員し、事務機能の強化を図ってき

た。しかし、医師の定着化が図れず、常勤医師数が不足する中で、患者数が
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減少し、人員増による人件費が経営を圧迫し、厳しい状況を招いている。 

各部署において、業務量、人材配置等を徹底して見直し、業務改善を進め

る中で、職員数の適正化に取組んでいくとともに、早期に是正していく必要

があるため、職員の退職勧奨制度を創設していく。 

また、職員の能力向上を図るため、各部署における具体的なキャリアアッ

ププログラム（どのようなスキルを求めていくのか、どのように教育してい

くのか等）を策定し、採用から人材育成に至るまでの体系的な人事管理シス

テムを確立していく。 

＜事業内容＞ 

●職員の退職勧奨制度の創設 

・職員のモチベーション管理や職種別人員等を考慮しながら、慎重 

 に運用していきます。 

●民間病院との連携により、業務改善や職員教育を実施し、人員の適 

 正化と職員のスキルアップを図る。 

●専門的な知識を持つ人材を幹部職員に雇用する等、事務マネジメン 

 トを強化する。 

    ●教育プログラムの具体化と実践（年間教育計画の立案等） 等 

 

３．抜本的な経営改善に取組み、持続可能な経営形態を構築します。 

 

 （１）目標の設定及びガバナンスの強化 

経営改善を着実に進めていくため、年度ごとの病院目標や予算等の年度計

画に基づき、各部署において収益確保や業務改善、コスト削減等にかかる具

体的な目標を設定し、その達成に向けて体系的な推進を図っていくとともに

進捗状況の管理については、経営部門と現場が情報を共有しながら、定期的

に PDCA サイクルを回していく等、組織としてのガバナンスの強化を図り、

職員全体で経営改善に取組むシステムづくりを進め、効率的な経営改善を進

めていく。 

＜事業内容＞  

●BSC の導入検討と客観的指標に基づく目標の管理。各種目標値を年度 

内に設定し、管理していく。 

●原価計算の導入 

●経営部門、現場の情報共有と PDCA サイクルの定着化 

 

（２）人件費の是正について 

中期計画の方針に沿って、マンパワー充実による医療の質の向上を図っ
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てきたが、患者数は伸び悩み、固定費が経営を逼迫させる状況となってい

る。 

増加した人件費は、入院患者管理手当の廃止（医師）、休日出勤に対す

る振替休日対応等、是正に向けた取組みを始めている。 

地方公営企業法の全部適用により、独自の裁量による給与制度の導入が   

認められているものの、給与削減に特化した改革は、職員の大量離職を招

く恐れがあるため難しい。しかし、業務の効率化による時間外手当の削減、

特殊勤務手当の見直し等、出来るところから取組んでいきたい。また、病

院の経営状況や将来の方向を見据え、人員管理を徹底するとともに、職員

のモチベーション向上にも繋がる人事評価制度の構築を検討していきた

い。 

   ＜事業内容＞ 

●業務の効率化による人員、職員手当の是正 

     ●人事考課制度の導入 

    ●業績変動制の導入を検討。（業績に応じた賞与支給、人事考課に基 

     づく手当の支給） 

 

（３）材料費等の削減について 

薬剤は、後発医薬品への切り替えを進め、現在、使用薬剤の８割が後発

薬品となっており、さらに取り組みを進めていきたい。 

診療材料等は、物流管理（SPD）システムを導入し、定数管理や在庫の

削減等、一定の成果を果たした。しかし、システム管理下の院内マニュア

ルが不備なため、使用履歴を正確に把握できない等、運用上の問題も浮き

彫りとなっている。 

取り扱い品目が多岐に渡る病院の物流管理は、ＡＢＣ分析等を活用し、  

物品の重要度に応じた管理と納入業者のスケールメリットによる価格交

渉等、業務のアウトソーシング化も含め、システム全体を見直しコスト削

減を図っていきたい。 

また、経費については、委託料、手数料、賃借料等、全ての経費につい

て必要性を再検討し、医療提供に要する費用以外については、極力削減

していくよう努めていきたい。 

 

（４）経営改善推進チームの設置 

   効率的な収益確保をはじめ、業務改善による人員の適正化や人件費の 

是正、コスト削減等、経営改善を進めていく上での課題が山積しており、

これらの課題を解決し、計画的に経営改善につなげていく必要がある。こ



45 
 

のため、事業管理者が直轄する経営改善推進チームを院内に設置し、きめ

細かな改善を図りながら、早期かつ着実に経営改善を推進していく。 

 

＜事業内容＞ 

   ●経営改善推進チームの組織づくりと改善の推進 

   ●経験を有する者に経営コンサルティングを依頼 

  

（５）許可病床数の削減（ダウンサイジング） 

    大町病院の許可病床数は 278 床であるが、地域医療構想と病床の稼働

状況を考慮し、一定程度の削減が必要と考えられる。実績値を踏まえ、

段階的に病院規模の適正化を図っていきたい。ダウンサイジング空き病

床の利活用については、運用や維持のためのコスト等も総合的に勘案し

ながら、二次利用に向けた検討を進めていきたい。 

＜事業内容＞ 

●地域医療構想を踏まえた病床機能の調整 

●削減病床の跡地利用に関する検討 

 

 （６）働きやすい（やりがいのある）環境づくり 

大町病院は、平成 27 年度に職員満足度調査を実施した。この結果、「能

力開発」に関する職員の満足度が低いことに加え、前項に記す「目標管理

に関するガバナンス」が脆弱であり、士気を保つために必要な動機付けが

行われにくい環境となっている。また、「情報提供」に関する満足度が最

も低い結果であり、トップダウン等の一方通行による組織管理は、見直す

必要がある。当院には、職場環境の管理や改善を組織全体で考える仕組み

がないため、各所属の職員による委員会を発足し、労働環境に関する QC

活動を支援するシステムづくりを進めていく。 

＜事業内容＞ 

   ●職場環境改善に向けた委員会の設置 

 

（７）計画的な施設整備 

    平成 26 年 3 月に西棟の耐震改修工事が完了し、地震等の大規模災害に

備える施設環境が整い、翌 27 年度には、被災者の収容機能を持たせた南

棟「さくら」が竣工し、災害拠点病院としての機能充実を図ってきた。

しかし、西棟は、建築後 45 年、東棟は 21 年を経過しており、配管等機

械設備の老朽化が進んでいるため、大規模な修繕を実施していく必要が

あり、経営状況を考慮し計画的に進めていく。また、将来の医療需要を
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勘案し、長期的な視点に立った施設整備について検討していきたい。 

 

（８）計画的な医療器械整備 

     磁気共鳴断層撮影装置（ＭＲＩ）やコンピューターＸ線断層診断装置

（ＣＴ）等の高度医療器械の更新は、県の地域医療再生事業補助金等を

活用して整備し、一定の目途がたった。しかし、多額な費用を要する電

子カルテシステムの更新を本計画期間中に実施していく必要がある。 

その他の医療器械の更新、整備は、優先度が高い器械から、経営状況

を十分考慮し、必要最低限の整備を計画的に進めていきたい。 

        

４．地域ニーズに応える保健福祉事業の充実に努めていきます。 

 

（１）発達支援事業の推進 

発達障害は、生まれつきの脳機能障害であり、治ることは無いものの、  

適切な支援や教育を早期から受けることで、社会生活に適応しやすくなる

と言われている。大北地域のニーズを受けて、平成 26 年度より発達支援

室を設置し、医師や臨床心理士、作業療法士が発達障害児のカウンセリン

グや療育、発達リハ等に取り組んでいる。 

   発達障害児の療育は、リハビリテーションにおいては、運動・認知・言

語・行動等のスキル向上に働きかける。同時にご家族への特性理解・関わ

り方のアドバイス・心理的支援を行い、地域関係者と連携し、対応してい

る。臨床心理士は、就学後の小中学生等を対象に発達検査やカウンセリン

グによる専門的支援を行っており、院外においても、市の委託を受けて、

地域の保育園等への巡回相談を行い、発達障害の早期発見や相談支援を実

施している。 

   次第に取組みが浸透し、利用者は増加しているが、医師 1人体制による

対応は限界に近づきつつあり、受け入れ枠の拡大、多面的な相談支援の実

現に向けては、事業を強化する必要性が生じている。 

経営面における爆発的な収益増は期待できないが、遠方から通院する利

用者も多く、今後も需要増が見込まれ、引き続き地域連携を図りながら、

早期療育、相談機関としての役割を担っていきたい。 

 

（２）健診センターの充実 

南棟への健診センター移設に伴い、従来の健診事業から一新、受診者 

満足度の向上を一番の目標として、アメニティの改善や受診者ニーズに 

合わせた健診内容の見直し、積極的な情報発信などを行い、着実に受診 
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健診コース 25年度 26年度 27年度
１日ドック 38,249 41,856 42,363
２日ドック 70,475 70,009 73,094
脳ドック 18,900 20,234 24,546
協会けんぽ健診 20,404 21,505 23,415
市町村検診 7,798 8,583 8,736
その他 11,322 10,839 13,235
合計 13,076 14,658 16,239

者増、収益増を図ってきた。 

    健診事業の充実は、その後のフォローアップにより二次検査、治療と 

保険診療へ繋がるケースが多く、医業収益拡大へと大きく貢献すること 

が期待できる。 

 

●収益 UP に向けた経営努力 

    収益を着実に伸ばすポイントは、以下の２点にしぼられる。 

    ・受診者を増やす 

    ・健診単価をあげる 

 

①受診者を増やすための取り組み 

・徹底したプロモーション活動の展開 

ア 「市立大町総合病院の人間ドック」の特徴を生かした情報発信 

・ストレスフリーな胃カメラ検査 

・脳ドックをはじめとした豊富なオプション検査の提供 

・健診当日の診察・結果説明、生活習慣についてのアドバイスなどき 

 め細かな対応 

イ 新たな健康保険組合加入者等の受診勧誘 

・健保組合のデータヘルス計画へのサポート 

健保のニーズを把握し、健保の意向を可能な限り受入れる。 

・健診代行業者等の有効活用 

      幅広い健保からの需要に対応が可能となる。 

ウ 健康づくりへの意識啓発、受診者の新規開拓 

         健康教室『Santé おおまち』等イベントの開催により、親しみやす 

い健診センターとしてのイメージを創りだす。イベント参加者を人 

間ドック受診へと誘引する。 

エ 情報発信手段の拡大 

・ホームページの内容充実 

・自主制作 PV（ケーブルテレビ放映や病院ホームページ動画掲載など） 

・旅行代理店等の活用 

 

②健診単価を伸ばす取り組み 

＜健診単価の推移＞                （単位：千円） 
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ア 健診内容の見直しによる健診コース料金・検査料金の見直し 

・受診者ニーズに対応した『受けたい人間ドック』コースの導入 

・セールスポイントとなるオプション検査の価格設定 

イ 健診者の健康志向をくすぐる検査項目、新しいオプション検査の 

導入 

    ・がん予防 

アミノインデックスがんリスクスクリーニング検査、女性特有が 

ん検査等 

    ・認知症予防 

     脳ドックコースへのオプション導入 

 

●健診センターの将来像 

 ①市立大町総合病院の「健診センター」としてのビジョン 

     健診から精密検査、治療、さらには疾病予防にまで、疾患に対する 

一貫した流れを確立し、当院が地域の健診・医療の中心として再認識 

される役割を担う。 

    ②大町市の「健診センター」としてのビジョン 

    ア 「安心して暮らせるまち・大町」を体現した健康管理サービスの 

提供 

    イ 豊かな観光資源を生かしたヘルスツーリズムの企画・商品化 

・受診者満足を追求し、ＶＩＰ感の高い人間ドック+着地型観光プラ 

ンを提案。 

・県内エリアばかりでなく県外も含め宣伝活動範囲を拡大し誘客活 

動を繰り広げる。 

・信濃大町の魅力あふれる癒しのサービスを提供 

「信濃大町おもてなしドック」：人間ドック+着地型観光プラン 

ウ 大町市の健診事業を牽引する立場を目指す 

公立病院の強みを生かし、行政との連携強化を図りながら、市 

      の健診施策に、自院のセールスポイントを提言できる体制を構築。 
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第 9 章 再編・ネットワーク化に向けた取組み 

市立大町総合病院は、直近 3年間の病床利用率で、いずれも 70%を下回って 

おり、新公立病院改革ガイドラインの「特に再編・ネットワーク化の必要性 

を検討すべき医療機関」に位置付けられている。前回改革プランでは「北アル

プス医療センターあづみ病院」との経営統合の可能性について触れられたが、

経営母体の異なる両院間での実現は難しく、医療機能の分担・連携の強化を図

ることとした。各職種同士の交流を深めるとともに、地域の現状や課題を共有

する体制を目指していく。 

  国の推奨する病院機能の再編は、医療資源の不足する大北医療圏において 

は当てはまらない。当医療圏は中山間地に位置し、県内で 2番目に人口密度 

の低い地域となっており、広い地域に点在して居住する高齢患者に効率的な 

医療サービスを提供することが困難となっている。診療科の重複という課題 

は残るが、需要の見込まれる整形外科やがん診療等の専門性については、両 

院で一定の機能を有し、救急や患者急変時に備えた医療提供体制を維持する 

ことが最も重要である。 

  松本医療圏とのネットワーク化については、高度急性期を中心とする、大 

町病院で対応の難しい患者等を対象に迅速な搬送を行う体制を引き続き維持 

していく。二次救急医療機関として、「一般急性期」の受け入れを積極的に行 

う一方、救急の初期対応（診断）機能を強化し、1 次医療機関と３次医療機関 

を繋ぐ拠点病院としての役割を果たしていく。また、高齢者医療においては、 

急性期後も療養が必要な患者の受け皿として、松本医療圏からの逆紹介等に 

よる受け入れを積極的に進め、回復期～慢性期にかけての連携体制も強化し 

ていきたい。 

  病院機能の再編成については、平成 29 年度から施行される「地域医療連携 

 推進法人制度」に注視し、制度の動向や先進地域の導入効果を見ながら、設 

立の可否を研究していく。 

また、経営主体の統合、変更に関する取組みについては、将来の医療需要 

 や経営の持続可能性を考慮しながら、１つの選択肢として、今後の課題とし 

ていく。 
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第 10 章 経営形態の見直しに向けた取組み 

 

平成１９年から、地方公営企業法の全部適用に移行し、柔軟な運営による 

経営改善を張ってきたが、医師不足の状況は深刻で近年は患者数も減少傾向 

にある。 

平成２１年に策定した前回の改革プランにおいては、「今後の地域医療を持 

続的に維持するためには、どのような経営形態がよいかを総合的に判断しな 

ければならない」とされ、更に「当面は地方公営企業法全部適用病院として 

運営していくが・・・地域の医療必要度を考慮したうえで、持続的、安定的 

な医師派遣が受けられる制度、指定管理者制度の導入などについて検討せざ 

るを得なくなる可能性も否定できない。」とされている。また、市立大町総合 

病院あり方検討会を設置し、「現状の地方公営企業法全部適用での運営から指 

定管理者制度の導入、民間譲渡まで考量した経営形態の変更まで幅広く検討 

していく予定である。」としている。 

しかし、その後、平成２４年度に策定した中期計画においても、「病院あり 

方検討会」や「病院経営検討委員会」においても経営形態の見直しについて 

は記載又は検討されていない。 

  これまで、経営の安定化に向け医師不足解消に取り組む一方、医療スタッ 

フの充実と事務職員のプロパー化を進めてきたが、診療単価の上昇は見られ 

たものの患者数の減少を最大の要因として収益は低下し、人件費などを中心に

費用が増加したため、大幅な損失の計上と運転資金の不足が顕著となってきて

いる。 

  平成２７年に国より示された「新公立病院改革ガイドライン」においては、 

「経営形態の見直しを検討すべき」とされており、病院の現状を勘案した場 

合、抜本的な経営改善を進める必要があり、このための手段として、地方公 

営企業法全部適用より柔軟で自立性の高い事業運営が可能となる、経営形態 

について本格的に検討すべきである。 

 

 １ 経営形態の見直しに係る基本的な考え方と視点 

   経営形態の見直しを検討する場合、次の事項に留意する必要がある。 

・地域住民に対して良質で適切な医療を効率的に提供できるか  

   ・不採算医療や救急医療などが確実かつ継続的に提供できるか 

   ・柔軟な予算執行によるコスト縮減や増収への取り組みが可能であるか 

・経営責任と権限の明確化が図れるか 

   ・職員の意欲向上や人材確保に資する給与体制の構築が出来るか 
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   ・病院経営に関してのノウハウを蓄積できるか 

   ・職員の雇用が保障されるか 

 

 ２ 経営形態の比較 

   自治体病院の経営形態としては、地方公営企業法の一部適用、全部適用、 

地方独立行政法人（非公務員型）、指定管理制度、民間譲渡が考えられるが、 

当病院はすでに法の全部を適用しているため、ガイドラインに示されている 

地方独立行政法人化、指定管理者制度導入、民間譲渡が選択肢としてあげら 

れる。 

それぞれの主な事項を比較すると次表のようになる。 

 

経営形態比較表 

 法全部適用 独立行政法人 指定管理者 民間譲渡 

良質で適切

な医療の継

続的な提供

（安定性） 

市の責務とし

て良質で安全

な医療提供の

継続が可 

市が認める中

期目標（議決事

項）により良質

で安全な医療

提供の継続が

可 

指定管理期間

の更新等があ

り、継続性が必

ずしもない 

公的関与が薄

れ、継続性に課

題あり 

不採算医療

等の財政措

置（経費の

捻出） 

地方公営企業

法により、不採

算医療に対す

繰出基準に基

づく財政面の

措置がある 

地方独立行政

法人法により、

不採算医療に

対する繰出基

準に基づく財

政面の措置が

ある 

協定による指

定管理料の範

囲内で確保が

可能（指定管理

料の算出方法

を取り決め） 

協定による補

助金の範囲内

で確保が可能

（繰出金と同

程度は困難な

可能性あり） 

不採算医療

等の確実な

実行（公共

性の確保） 

市の直接経営

で地方公営企

業法の原則 

市の責任によ

り、法人の役割

として中期目

標に位置付け 

協定により義

務付けること

で可能 

協定により義

務付けること

で可能 

予算の調製 毎年、事業管理

者が作成し市

長が調整（議決

事項） 

中期計画（議決

事項）の範囲内

で理事長が作

成 

指定管理者が

作成 

譲渡先が任意

で作成 

柔軟な予算

執行 

予算単年度主

義などにより、

中期計画の範

囲内で柔軟な

指定管理者の

裁量により予

譲渡先の裁量

による 
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一定の制約が

ある 

予算執行が可 算科目等に縛

られない 

契約 年度を越える

契約や随意契

約に一定の制

限がある 

地方自治法や

地方公営企業

法のような制

約はない 

同左 同左 

経営責任 市長が任命す

る事業管理者

（大部分の権

限が与えられ

ている） 

市長が任命す

る理事長（ほぼ

全ての権限が

与えられてい

る） 

指定管理者（経

営のすべての

権限が与えら

れている） 

譲渡先の長 

職員定数 条例で規定 中期計画の範

囲内 

制限なし 同左 

職員採用 定数の範囲内

（市長部局と

の調整必要） 

理事長の裁量

による 

指定管理者の

裁量による 

譲渡先の裁量

による 

給与体系 条例及び事業

管理者が定め

る管理規程等

による（実質的

には人事院勧

告に準拠） 

理事長の裁量

により法人の

業務実績及び

社会情勢を考

慮し決定（市長

に届出し公表） 

指定管理者が

労働協約等に

より決定 

譲渡先が労働

協約等により

決定 

事務職員の

育成等及び

外部登用 

管理者に一定

の裁量がある 

法人に裁量が

ある 

指定管理者に

裁量がある 

譲渡先に裁量

がある 

職員の身分

等 

地方公務員法

が適用される 

法人へ身分移

管若しく派遣

（公務員等共

済組合法及び

公務員災害補

償法が適用さ

れる） 

原則的に職員

はいったん退

職扱いとなる 

同左 

 

  この比較から見ると、民間譲渡は公的関与が薄れるため「地域住民に対し

て良質で適切な医療を効率的に提供できるか」、「不採算医療や救急医療など

が確実かつ継続的に提供できるか」及び「職員の雇用が保障されるか」に非
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常に不安が残ることとなる。また、指定管理者制度も民間譲渡程ではないが

同様の項目に不安が残る。したがって、公的病院や民間病院との再編や経営

主体の変更などの再編・ネットワーク化の行方にもよるものの経営形態を移

行する場合は、地方独立行政法人が最も適当と言える。 

 

 ３ 経営形態見直しに係る課題 

   現行の地方公営企業法全部適用から仮に地方独立行政法人とする場合、 

検討すべき課題として次のことが上げられ、これらの課題に対する基本的な 

方向性を検討したうえで、移行準備を進める必要がある。 

  ・移行に伴う支援業務や規程整備などの経費や会計システム導入経費の発 

   生 

・職員の雇用確保（身分保障）及び給与保証 

  ・職員の退職金（退職給与引当金を含む）支払への対応 

  ・不採算医療等に対する市からの繰出し金のルール化 

  ・移行時点での債務の取り扱い 

  ・市民の理解 

   

 ４ 経営形態移行（地方独立行政法人化）に係る準備事項 

   法人への移行を目指す方向として決定した場合、主に次のような事項に 

関して準備を進める必要がある。 

  ・定款の制定（議会議決、知事認可） 

  ・条例規則の改廃等（職員引継条例、権利承継条例等の制定含む） 

  ・評価委員会の設置（市の付属機関） 

  ・中期目標の設定及び中期計画の策定（議会議決、公表） 

  ・検討課題等の具体的な準備作業ほか 

 

 ５ 移行時期 

   法人への移行については、まず課題に対する方向を検討しなければなら 

ず、合意形成されるまで相当の期間を要するものと考える。更に方向性の決 

定後、移行までの準備期間としては、他病院の例からすると１年６か月から 

２年を要すると推察される。 

   したがって、平成２９年度中に一定の方向性を検討・決定し、３０、３ 

  １年度に移行準備業務に取り組み、３２年度からは法人へ移行というスケ 

ジュールが想定されるが、現実的にはさらに時間を要すると予想される。 

   いずれにしても、再編・ネットワーク化も含め、平成 29 年度中にその必 

要性や可能性について本格的に議論の場を立ち上げることとする。 
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第 11 章 プランの点検・評価等に関する取組み 

 

 経営改善をはじめ、再編・ネットワーク化、経営形態の見直しなど、本プ 

ランの実効性を高め、大北地域の中核病院として、質の高い医療提供と持続 

可能な経営形態を構築していくためには、十分な検討や提言が不可欠である。 

従って、病院内外の広範な有識者を委員とした「経営審議会」（仮称）を設 

置し、病院の将来像を含め、議論、検討していく。なお、この審議会は、年 

間、複数回開催することとしたい。 

 新改革プランの進捗状況については、審議会において、年度ごとに点検し

ていくものとする。また、平成 30 年度に実施される医療制度改正（診療・

介護報酬同時改定・第 7 次医療・介護計画策定等）の動向によって、大町病

院の方向性について、プランの見直しを含めて再度検証する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


